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１　予算編成の基本理念・基本方針

２　予算規模

総額：１１８億６００万円　（対前年度比　９億５千１００万円　８．８％増）

一般会計当初予算額の推移

年度 Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ０１ Ｒ０２ Ｒ０３ Ｒ０４ Ｒ０５ Ｒ０６ Ｒ０７

規模 10,148 9,337 9,599 9,818 9,680 9,650 9,880 10,535 10,855 11,806

伸率 2.1 △ 8.0 2.8 2.3 △ 1.4 △ 0.3 2.4 6.6 3.0 8.8

■予算額の推移

３　歳入のポイント

（１）一般財源

一般財源総額 ８２億９千５０７万１千円（対前年度比　２億５千４６４万３千円　３．２％増）

町税　　　　　　　 ３８億 ４千２０８万１千円 （対前年度比　１億８千６９４万７千円　  　５.１％増）

地方交付税　　　 ２５億 ９千５００万円 （対前年度比　４千３００万円 　 　　　　　１.７％増）

地方譲与税等 １１億 ６千８５４万８千円 （対前年度比　５千４３８万４千円 　　 　　４.９％増）

　 自主財源の根幹である町税全体は前年度と比較し５．１％増加し、地方交付税が１．７％、地方譲与税等が４.
９％増加しています。厳しい財政状況の中で国・県補助金、基金からの繰入、起債の活用などにより所要の一般
財源を確保しました。

　※人口一人当たりの予算額

　※人口一人当たりの町税額

　３６万８千円　（令和７年１月１日現在　住民基本台帳人口　３２，０４３人）

　第六次毛呂山町総合振興計画で掲げる町の将来像である 「みんなでつくる　住みやすいまち　住み続けたい
まち　もろやま」の実現を目指します。

基本方針

　令和７年度に計画始期を迎える第六次毛呂山町総合振興計画で掲げる町の将来像及び４つの基本理念を基
本とし、人口減少をはじめとする本町の重要課題解決のため、実効性の高い取組を目指します。特に、前期基
本計画で掲げる３つのリーディングプロジェクトは、今後５年間で重点的な取組を行う分野として設定したもので
あり、少子化対策・教育施策の充実・健幸づくりのまち宣言の実現に関する施策の推進を目指します。
　また、ゼロカーボンシティの実現に向けた脱炭素化事業、防災対策事業、地域コミュニティ関連事業等にも優
先的に予算を配分し、最少の経費で最大の行政効果を得られる予算編成とします。

　１２万０千円

基本理念

（単位：百万円、％）
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①都市計画税

0 0 0 117,515 110,803

0 0 0 117,515 110,803

②地方消費税交付金

障害福祉費 818,938 0 51,767 314,597 86,393

老人福祉費（高齢者福祉） 0 0 9,433 13,306 3,654

児童措置費 790,339 0 11,890 193,884 53,243

1,609,277 0 73,090 521,787 143,290

介護保険事業費 23,753 0 0 442,035 121,389

国民健康保険事業費 124,152 0 0 86,914 23,868

92,507 0 0 519,511 142,665

240,412 0 0 1,048,460 287,922

予防費 1,876 0 39,864 93,907 25,788

1,876 0 39,864 93,907 25,788

1,851,565 0 112,954 1,664,154 457,000

③森林環境譲与税

6,147

森林整備事業委託料

　 都市計画税とは、市街化区域内に土地及び建物を所有している人に対して課税される税金であり、都市計画
法に基づいて行う都市計画事業等に要する費用に充てるため、歳入として１億１千８０万３千円を計上し、理論
上全額を次の経費に充当しました。

0

745

町内全般林道補修工事

合　　　　　　計

3,500

6,892

林道維持管理業務委託料 1,000 1,000

林道橋梁点検業務委託料 1,492 747

0

財　源　内　訳
事業費

3,500

900

0

745

900

（単位：千円）

事　　業　　名 事　業　費

財　　源　　内　　訳

特　定　財　源 一　般　財　源

国（県）
支出金

地方債 その他
うち

都市計画税

都市計画事業に係る公債費 117,515

　森林環境譲与税は、令和元年度に新設され、森林の間伐や人材育成・担い手の確保、木材利用の促進や普
及啓発等の森林整備及びその促進に関する費用に充てる譲与税です。本町の令和７年度の森林環境譲与税
の予算額は８９４万６千円であり、手続き上全額を基金に積立てた後、次の事業に充当しました。

合　　　　　　　　　計 117,515

　本町の令和７年度地方消費税交付金の予算額は８億３千万円で、その内消費税率引上げ分は４億５千７００万
円でした。この引上げ分については、全て社会保障施策に要する経費に充てるため、理論上全額を次の事業
に充当しました。

（単位：千円）

目　　名 事　業　費

財　　源　　内　　訳

特　定　財　源 一　般　財　源

国（県）
支出金

地方債 その他
うち

地方消費税
交付金

社
会
福
祉

1,185,302

22,739

996,113

小　　　計 2,204,154

社
会
保
険

465,788

211,066

老人福祉費（後期高齢者医療） 612,018

小　　　計 1,288,872

（単位：千円）

その他財源森林環境譲与税

保
健
衛
生

135,647

小　　　計 135,647

合　　　　　　　　　計 3,628,673

事　　業　　名
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 （４）　町債（２）町債

町債総額 ６億８千５９０万円　（対前年度比　７千７８０万円　１２．８％増）

総務債 １千２６０万円（対前年度比 ９１０万円　　

民生債 ６４０万円（対前年度比 △７千４６０万円　　

土木債 １億２千２００万円（対前年度比 ２千６５０万円　　

消防債 ８千３３０万円（対前年度比 ８千２２０万円　　

教育債 ４億６千１６０万円（対前年度比 ６千３６０万円　　

臨時財政対策債 ０万円（対前年度比 △２千９００万円　　

＊総務債の内訳

・ 庁用自動車整備事業債 １千５０万円

・ 前久保中央公園トイレ改修事業債 ２１０万円

＊民生債の内訳

・ 福祉会館ＬＥＤ照明整備事業債 ６４０万円

＊土木債の内訳

・ 町道整備事業債　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７千２４０万円

・ 川角駅周辺地区整備事業債 ４千９６０万円

＊消防債の内訳

・ 衛星系防災行政無線再整備事業債

・ 防災行政無線操作卓更新事業債

＊教育債の内訳

・ 中央公民館講堂空調設備整備事業債 ５千５４０万円

・ 総合公園体育館空調設備整備事業債 ２億９０万円

・ 総合公園ＬＥＤ照明整備事業債　外６事業債 ２億５３０万円

■地方債残高の推移（各年度末）

７千１５０万円

１６．０％増）

皆減）

　 投資的経費の財源として、財政支出の年度間調整や住民負担の世代間公平の観点から町債を活用しました。な
お、普通交付税の振替的性格を持ち、毎年活用していた臨時財政対策債については、国の予算措置がされない見
通しとなったため、皆減となっています。

１千１８０万円

２６０．０％増）

９２．１％減）

２７．７％増）

７,４７２．７％増）

8,867,520

9,585,733 9,982,159

10,387,374
10,771,394

10,649,655
10,377,186

9,934,806 9,474,634

8,985,101

8,110,552

7,431,848

7,191,045

6,000,000

7,000,000

8,000,000

9,000,000

10,000,000

11,000,000

12,000,000

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03 R04 R05 R06
見込

（単位：千円）

町 税
32.5%

地方交付税
22.0%

地方譲与税等
9.8%

国庫支出金
13.1%

県支出金
7.3%

町 債
5.8%

その他
9.5%

歳入における町債の割合
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 （５）　基金（３）基金

（単位：千円）

取崩し 積立金 残高見込額 取崩し 積立金 残高見込額

1,371,345 523,497 553,578 1,401,426 522,790 182,790 1,061,426

861,162 86,296 93,552 868,418 136,257 40,951 773,112

238,920 30,000 82 209,002 30,000 1 179,003

354,084 0 0 354,084 25,100 1 328,985

32,262 0 15 32,277 0 1 32,278

10,496 2,851 8,946 16,591 6,147 8,946 19,390

85,347 50,000 36,472 71,819 50,000 32,000 53,819

40,053 3,445 13,000 49,608 25,010 1 24,599

100,000 0 35,037 135,037 0 1 135,038

2,232,507 609,793 647,130 2,269,844 659,047 223,741 1,834,538

福祉基金の充当事業

・介護給付費・訓練等給付費 30,000千円

公共施設整備基金の充当事業 　　　

・公共施設ＬＥＤ化工事（６施設） 19,800千円 　　　 ・保健センター屋上防水工事 5,300千円

森林環境譲与税基金の充当事業 　　　

・森林整備事業委託料 3,500千円 　　　 ・林道維持管理業務委託料 1,000千円

・林道橋梁点検業務委託料 747千円 　　　 ・町内全般林道補修工事 900千円

ふるさと納税基金の充当事業 　　

・町内全般道路修繕工事 10,000千円 　　　 ・各種道路修繕工事 3,613千円

・不法投棄防止パトロール業務委託料 1,359千円 　　　 ・自主防災組織運営費補助金 1,359千円

・こども医療費 21,181千円 　　　 ・産業まつり補助金 2,540千円

・パソコン機器借上料（校務支援システム） 2,718千円 　　　 ・まちづくり活用補助金 3,200千円

・定住促進補助金 1,131千円 　　　 ・GCF活用型地域活性化事業補助金 2,899千円

子ども・子育てゆめ基金の充当事業 　　　

・小中学生英語検定受験料補助金 600千円 　　　 ・国内交流事業 1,500千円

・中学生海外留学事業 6,100千円 ・中学生修学旅行費無償化事業 14,210千円

・ひとり親家庭等への生活支援給付金（町単独） 2,600千円 　　　

小中一貫校施設整備基金

子 ど も ・ 子 育 て ゆめ 基金

合　　　　　計

特 定 目 的 基 金

福 祉 基 金

公 共 施 設 整 備 基 金

緑 の 基 金

森林環境譲与税基金

ふ る さ と 納 税 基 金

　令和７年度当初予算では、財政調整基金については地方財政法第７条に基づく積立と同額を繰入し、さらに年度
間の財源不足を調整するために、３億４千万円の実質繰入を行いました。また、その他特定目的基金である福祉基
金から３千万円、公共施設整備基金から２千５１０万円、森林環境譲与税基金から６１４万７千円、ふるさと納税基金
から５千万円、子ども・子育てゆめ基金から２千５０１万円の繰入を行いました。
　今後も、後年度の財政需要に対応していくために、各基金について積立てを強化していく必要があります。

区　　　　　分
令和５年度

末残高

令和６年度決算見込 令和７年度当初予算案

財 政 調 整 基 金

町 税
32.5%

地方交付税
22.0%地方譲与税等

9.8%

国庫支出金
13.1%

県支出金
7.3%

町 債
5.8%

その他
9.5%

歳入における基金の繰入金の割合

その他：９．5％の内訳

・分担金及び負担金：0.4％
・使用料及び手数料：0.6％
・財産収入：0.1％

・寄 附 金：0.4％
・繰 入 金：5.8％（うち基金からの繰入金：5.6％）

・繰 越 金：1.3％
・諸 収 入：0.9％
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■基金の説明

： 年度間の財源の不均衡を調整する目的

： 福祉活動に要する経費の財源目的

： 公共施設等の整備目的

： 自然環境の保全及び育成、森林等の有する公益的機能の維持増進等を図る目的

： 森林整備及びその促進を図る目的

： 本町を応援するために寄せられた寄附金を、それぞれの寄附者の意向を反映した

    施策の推進を図る目的

： 子育て支援等、子ども及び子育てに関する環境づくりの推進を図る目的

： 小中一貫校の整備に要する経費の財源目的

■財政調整基金残高の推移（各年度末）

森 林 環 境 譲 与 税 基 金 

ふるさと納税基金

財政調整基金

福祉基金

公共施設整備基金

緑の基金

　財政調整基金は、年度間の財源の不均衡を調整するための積立金で、一般的に標準財政規模の１０％～１
２％が適正保有額とされています。本町の令和６年度末の見込残高は１４億１４２万６千円であり、令和６年度の
標準財政規模は７６億１８５万８千円（再算定後）であったため、標準財政規模に対する財政調整基金の残高見
込額の割合は１８．４％であり、必要十分な額を満たしていると言うことができます。
　今後も大規模災害や年度間の財源調整、また各種施策、各公共施設の適正管理に伴う維持補修費等への
対応のため、引き続き適切な積立・管理に務める必要があります。

小中一貫校施設整備基金

子ども・子育てゆめ基金

645,864

749,555

879,741

806,620

835,900
815,421

770,572

593,904

506,203

591,283

1,021,321

1,141,336

1,371,345

1,401,426

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ0１ Ｒ0２ Ｒ0３ Ｒ0４ Ｒ05 Ｒ06見込

（単位：千円）
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 ４　歳出のポイント

①少子化対策プロジェクト

▶▶結婚や出産など、若い世代の希望を叶えられる、安心して子育てができるまちづくりを目指します。

未来応援奨学金返還支援事業 6,891千円

結婚新生活支援事業 1,500千円

定住促進補助事業 7,000千円

魅力のある遊びの場整備事業 5,332千円

小中学校給食費無償化事業 95,969千円

保育所等給食費無償化事業 24,681千円

保育料負担軽減事業 15,571千円

▶▶充実した学習環境の提供により、子どもの自己肯定感や将来を切り拓く力を育みます。

毛呂山町ステップアップ教室 22,578千円

ＩＣＴ教育推進事業 50,259千円

中学生海外留学事業 6,190千円

国内交流事業 1,586千円

中学生修学旅行費無償化事業 14,210千円

③健幸づくりプロジェクト

▶▶住民のみなさんが心身ともに健やかに、住み慣れた地域でいきいきと暮らせるまちづくりを進めます。

健幸ウォーキング事業 3,238千円

みんなでウォーキング事業 981千円

スポーツフェスタもろやま 1,400千円

キッズチャレンジ事業 300千円

毛呂山町コミュニティバス運行事業 48,104千円

公共施設照明ＬＥＤ化事業 200,333千円

毛呂山総合公園体育館空調設備設置事業 200,980千円

中央公民館講堂空調設備設置事業 55,475千円

史跡鎌倉街道上道公有化事業 161,833千円

町道整備事業 80,509千円

川角駅周辺地区整備事業 94,172千円

　予算編成の基本理念及び基本方針に基づき、人口減少をはじめとする本町の重要課題の解決を目指し、諸施
策を実施します。
　前期基本計画のリーディングプロジェクトで示した少子化対策、教育施策の充実、健幸づくりのまち宣言の実現
に関する施策の推進は、今後５年間で重点的に取り組んでいきます。
　また、住民満足度の向上及びより良いまちづくりを目指し、ゼロカーボンシティの実現に向けた脱炭素化事業、
防災対策事業、高齢化対策、地域コミュニティ関連事業等、重要度や優先度に基づく事務事業の選定により限り
ある財源を有効活用した予算編成としています。

②未来を担う子ども育成プロジェクト

(2) 上記以外の新規・重点事業

(1) 第六次毛呂山町総合振興計画前期基本計画リーディングプロジェクトに基づく事務事業
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 ５　歳入予算の状況
（１）歳入  款別

令和７年度 令和６年度 比較増減

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 伸率

1 町税 3,842,081 32.5 3,655,134 33.6 186,947 5.1

2 地方譲与税 100,946 0.9 106,762 1.0 △ 5,816 △ 5.4

3 利子割交付金 3,600 0.0 1,200 0.0 2,400 200.0

4 配当割交付金 24,000 0.2 19,000 0.2 5,000 26.3

5 株式等譲渡所得割交付金 25,000 0.2 25,000 0.2 0 0.0

6 法人事業税交付金 69,000 0.6 53,000 0.5 16,000 30.2

7 地方消費税交付金 830,000 7.0 800,000 7.4 30,000 3.8

8 ゴルフ場利用税交付金 71,000 0.6 71,000 0.6 0 0.0

9 自動車取得税交付金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

10 環境性能割交付金 24,000 0.2 16,000 0.1 8,000 50.0

11 地方特例交付金 17,001 0.1 18,001 0.2 △ 1,000 △ 5.6

12 地方交付税 2,595,000 22.0 2,552,000 23.5 43,000 1.7

13 交通安全対策特別交付金 4,000 0.0 4,200 0.0 △ 200 △ 4.8

14 分担金及び負担金 42,479 0.4 56,481 0.5 △ 14,002 △ 24.8

15 使用料及び手数料 66,920 0.6 65,707 0.6 1,213 1.8

16 国庫支出金 1,552,442 13.1 1,081,646 10.0 470,796 43.5

17 県支出金 864,314 7.3 801,368 7.4 62,946 7.9

18 財産収入 8,806 0.1 8,106 0.1 700 8.6

19 寄附金 35,302 0.4 40,502 0.4 △ 5,200 △ 12.8

20 繰入金 684,453 5.8 636,977 5.9 47,476 7.5

21 繰越金 150,000 1.3 150,000 1.4 0 0.0

22 諸収入 109,755 0.9 84,815 0.8 24,940 29.4

23 町債 685,900 5.8 608,100 5.6 77,800 12.8

歳  入  合  計 11,806,000 100.0 10,855,000 100.0 951,000 8.8

（単位:千円、％）
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  〇主な増減理由

①町税

　町民税、固定資産税などの増額により、町税全体で１億８千６９４万７千円、５．１％の増額となりました。

②国庫支出金

　デジタル基盤改革支援補助金、児童手当負担金、妊婦のための支援給付交付金、交通安全対策補助金、

　史跡等購入費補助金の増額などにより４億７千７９万６千円、４３．５％の増額となりました。

③県支出金

　結婚新生活支援事業補助金、国勢調査事務交付金、子どものための教育・保育給付費負担金、

　公立学校情報機器整備事業費補助金の増額などにより、６千２９４万６千円、７．９％の増額となりました。

④繰入金

　公共施設整備基金からの繰入の皆増、子ども・子育てゆめ基金、森林環境譲与税基金などからの

　繰入の増額などにより、４千７４７万６千円、７．５％の増額となりました。

（２）町税の内訳

令和７年度 令和６年度

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 伸率

1 町民税 1,720,850 44.8 1,664,709 45.5 56,141 3.4

2 固定資産税 1,664,507 43.3 1,540,143 42.1 124,364 8.1

3 軽自動車税 108,908 2.8 104,653 2.9 4,255 4.1

4 町たばこ税 237,013 6.2 237,640 6.5 △ 627 △ 0.3

5 都市計画税 110,803 2.9 107,989 3.0 2,814 2.6

町  税  合  計 3,842,081 100.0 3,655,134 100.0 186,947 5.1

■町税（当初予算額と決算額）の推移 （単位：千円）

（単位:千円、％）
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 ６　歳出予算の状況
（１）歳出　款別

令和７年度 令和６年度 比較増減

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 伸率

1 議会費 107,548 0.9 110,360 1.0 △ 2,812 △ 2.5

2 総務費 1,561,826 13.2 1,376,753 12.7 185,073 13.4

3 民生費 4,536,861 38.4 4,295,252 39.6 241,609 5.6

4 衛生費 926,818 7.9 843,988 7.8 82,830 9.8

5 労働費 1,020 0.0 1,020 0.0 0 0.0

6 農林水産業費 134,149 1.1 127,006 1.2 7,143 5.6

7 商工費 49,440 0.4 46,817 0.4 2,623 5.6

8 土木費 835,797 7.1 774,259 7.1 61,538 7.9

9 消防費 717,098 6.1 620,384 5.7 96,714 15.6

10 教育費 1,682,230 14.2 1,354,779 12.5 327,451 24.2

11 災害復旧費 6 0.0 6 0.0 0 0.0

12 公債費 1,008,540 8.5 1,002,015 9.2 6,525 0.7

13 諸支出金 223,756 2.0 282,265 2.6 △ 58,509 △ 20.7

14 予備費 20,911 0.2 20,096 0.2 815 4.1

11,806,000 100.0 10,855,000 100.0 951,000 8.8

〇主な増減理由

　①総務費

　自治体システムの標準化・共通化に対応する業務委託料の皆増などにより１億８千５０７万３千円、１３．４％の増額となりました。

　②民生費

　児童手当の増額などにより２億４千１６０万９千円、５．６％の増額となりました。

　③土木費

　川角駅周辺地区整備事業用地購入費用の皆増などにより、６千１５３万８千円、７．９％の増額となりました。

　④消防費

　防災行政無線操作卓更新工事の皆増などにより、９千６７１万４千円、１５．６％の増額となりました。

　⑤教育費

　総合公園体育館空調設備設置及び照明ＬＥＤ化工事の皆増などにより、３億２千７４５万１千円、２４．２％の増額となりました。

合　　　　　計

（単位:千円、％）
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（２）歳出　性質別

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 伸率

人件費 2,249,349 19.1 2,192,154 20.2 57,195 2.6

扶助費 2,298,311 19.5 2,085,351 19.2 212,960 10.2

公債費 1,008,540 8.5 1,002,015 9.2 6,525 0.7

小計 5,556,200 47.1 5,279,520 48.6 276,680 5.2

物件費 1,612,982 13.7 1,423,649 13.1 189,333 13.3

維持補修費 21,207 0.2 21,529 0.2 △ 322 △ 1.5

補助費等 2,163,022 18.3 1,949,943 18.0 213,079 10.9

9,353,411 79.2 8,674,641 79.9 678,770 7.8

補助事業費 247,605 2.1 49,041 0.5 198,564 404.9

単独事業費 710,986 6.0 599,619 5.5 111,367 18.6

その他事業費 0 0.0 0 0.0 0 0.0

災害復旧事業費 6 0.0 6 0.0 0 0.0

958,597 8.1 648,666 6.0 309,931 47.8

積立金 224,613 1.9 282,281 2.6 △ 57,668 △ 20.4

投資及び出資金 0 0.0 0 0.0 0 0.0

貸付金 3,500 0.0 3,500 0.0 0 0.0

繰出金 1,244,968 10.5 1,225,816 11.3 19,152 1.6

予備費 20,911 0.2 20,096 0.2 815 4.1

計 1,493,992 12.7 1,531,693 14.1 △ 37,701 △ 2.5

11,806,000 100.0 10,855,000 100.0 951,000 8.8

〇主な増減理由

①扶助費

②補助費等

埼玉西部環境保全組合負担金や坂戸地区衛生組合負担金の増額などにより２億１千３０７万９千円、１０．９％の増額となりました。

③普通建設事業費

川角駅周辺地区整備事業用地購入費用の皆増などにより、補助事業費は１億９千８５６万４千円、４０４．９％の増額となりました。

④繰出金

国民健康保険特別会計繰出金や介護保険特別会計繰出金の増額などにより１千９１５万２千円、１．６％の増額となりました。

（単位:千円、％）
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８　主要事業
（単位:千円）

事業名 R７年度 R６年度 担当課 事業概要

会議録調製委託 2,614 2,614 議会事務局
議会本会議、委員会会議録調製並びに本会議録の
印刷製本を行います。

【新規・重点事業】13ページ参照
議会録画放送配信事業

242 0 議会事務局
インターネット上で町議会本会議を録画配信すること
で、情報発信を行います。

広報もろやま等発行事業 7,781 6,552 秘書広報課
住民に行政情報の提供や町の施策の周知を図るた
め、広報紙等の発行を行います。

【新規・重点事業】13ページ参照
電子決裁システム及び文書管理シ
ステム導入事業

1,608 0 総務課
電子決裁システム及び文書管理システムを導入するこ
とで、意思決定の迅速化及び行政事務の効率化を図
ります。

毛呂山町コミュニティ協議会補助金 1,500 1,800 総務課
ほのぼの賞や花いっぱい運動など住みよい郷土づくり
と地域社会の融和を図るために活動しているコミュニ
ティ協議会に対し補助金を交付します。

コミュニティ施設特別整備事業補助
金

4,481 4,771 総務課
地区集会所の新築、増改築及び附帯施設設備への
補助を行います。

地域コミュニティづくり補助金 2,000 600 総務課
地域コミュニティ形成のために、地域で実施しているイ
ベント等に補助金を交付します。

毛呂山町地域公共交通活性化協
議会負担金

32 1,340 企画財政課
住民生活に必要な公共交通の確保や利便性の増進
を図り、地域の実情に即した輸送サービスの実現に向
け地域公共交通活性化協議会を開催します。

企業誘致促進条例奨励金 133,886 89,872 企画財政課
税収確保、雇用創出、町内産業活性化のため、町内
進出企業に奨励金を交付します。

未来応援奨学金返還支援補助金 6,891 5,946 企画財政課
若い世代の定住促進を図るため、大学等を卒業し本
町に定住する場合に、在学時に借入れた奨学金の返
還に対する補助を行います。

【新規・重点事業】14ページ参照
定住促進補助事業

7,000 5,000 企画財政課
定住促進や町内空き家の利活用を図るため、町内の
住宅新築・購入や空き家購入・リフォーム工事に対す
る補助を行います。

【新規・重点事業】15ページ参照
結婚新生活支援事業

1,500 0 企画財政課
結婚して新生活を始める新婚世帯の経済的負担の軽
減を図るため、新婚世帯の住宅の賃借費用に対して
補助を行います。

毛呂山町コミュニティバス運行事業 48,104 35,453 企画財政課
高齢者等の日常生活支援や公共施設等への移動利
便性向上のため、コミュニティバスを運行します。

埼玉県町村情報システム共同化推
進事業

92,131 70,133 企画財政課
費用対効果の観点から町村会クラウドシステムを使用
し、事務の合理化を図る

自治体情報システムの標準化・共
通化事業

72,906 0 企画財政課

国が進めている自治体情報システムの標準化・共通化
に対応するため、町村情報システム共同化推進協議
会及び基幹系システムベンダーと連携し、令和７年度
末までにシステムの確実な移行を行います。

　議会費

　総務費

　　　　　　　　　　は令和７年度新規・重点事業です
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（単位:千円）

事業名 R7年度 R6年度 担当課 事業概要

SNSオンライン申請サービス事業 3,205 3,199 企画財政課
LINEを活用し、役場に来庁しなくてもスマートフォ
ンからオンラインで各種行政手続き等ができる
サービスを提供します。

キャッシュレス決済事業 373 670 企画財政課
利用者の利便性向上のため、税務課・住民課窓
口にクレジットカードや電子マネー等の支払に対
応したセミセルフレジを設置します。

シルバー人材センター業務委託料 16,555 19,555 管財課
公共施設の管理業務及び公共用地の除草作業
を行います。

【新規・重点事業】15ページ参照
都市公園遊具等整備事業

5,332 7,813 管財課
子育て環境の充実や住民の憩いの場の創出のた
め、都市公園の遊具等を整備します。

【新規・重点事業】16ページ参照
前久保中央公園トイレ改修事業

2,130 0 管財課
子育て世代をはじめとする公園利用の促進や指
定避難場所としての機能向上のため、公園トイレ
の改修を行います。

【新規・重点事業】16ページ参照
公用電気自動車整備事業

12,092 7,951 管財課
更新時期を迎えた公用車を計画的に低公害・低
燃費の電気自動車に更新します。

コンビニ収納経費 4,569 4,579 税務課
納税の利便性向上のため、コンビニエンスストア
やスマートフォンアプリ決済による納付を可能にし
ます。

固定資産税評価資料作成業務委
託料

7,447 9,130 税務課
航空写真データを基に土地及び家屋の現況を正
確に把握し、迅速かつ適正な評価業務を行いま
す。

地方税電子申告システム使用料 1,743 1,743 税務課

地方税ポータルシステム（ｅＬＴＡＸ）を介して、申
告・届出等（個人町民税・法人町民税・償却資
産・年金特徴）の受付を電子的に行い、税務シス
テムへのデータ連携を可能にします。

【新規・重点事業】17ページ参照
おくやみコーナー設置事業

27 0 住民課
亡くなった方の状況に応じて、役場での手続きの
案内をワンストップで行う専用窓口を設置します。

道路標示設置工事 5,865 4,600 生活環境課
交通事故のない安全で安心な町の実現を目指
し、道路標示設置工事を行います。
（通学路安全対策事業費：4,865千円を含みます）

防犯灯整備事業 24,137 24,008 生活環境課
犯罪のない明るい町にするため、防犯灯の設置
や維持管理を行います。

【新規・重点事業】21ページ参照
住宅用防犯対策補助事業

500 0 生活環境課
犯罪のない環境づくりを進めるため、住宅用防犯
カメラ・屋外人感センサーライトの設置及び購入
に対する補助を行います。

ふるさと納税推進事業 16,000 20,123 まちづくり整備課
ふるさと納税制度を活用し、町に対する寄附金額
の増加を図ります。

　　　　　　　　　　は令和７年度新規・重点事業です
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（単位:千円）

事業名 R7年度 R6年度 担当課 事業概要

国民健康保険特別会計繰出金 211,066 208,331 住民課
国民健康保険の給付、事業運営にかかる経費、保険
税の軽減分等を一般会計から特別会計へ繰り出しま
す。

【新規・重点事業】18ページ参照
脳の健康セルフチェック事業

572 0 高齢者支援課

脳の健康度セルフチェックツールを活用し、町民の早
期の相談・受診につなげ、また、生活習慣を見直す機
会や健康意識の高揚を目指します。実施前後には医
師による講演を行うことで、参加者の認知症に対する
理解の促進を図ります。

緊急通報システム委託料 1,640 1,530 高齢者支援課
緊急事態における不安を解消するため、おおむね65
歳以上のひとり暮らしの高齢者や高齢者世帯等の家
に緊急通報システムを設置します。

後期高齢者医療療養給付費負担
金

466,194 425,819 高齢者支援課
療養給付費負担対象額の12分の１に相当する額を後
期高齢者医療広域連合に対し町負担金として支出し
ます。

シルバー人材センター補助金 5,000 5,000 高齢者支援課

生きがいの充実や社会参加等を希望する高齢者の就
業機会の増大と福祉の増進を図るとともに、高齢者の
能力を生かした活力ある地域社会づくりに寄与するこ
とを目的にセンター運営費の一部を補助します。

後期高齢者医療特別会計繰出金 145,824 144,316 高齢者支援課
後期高齢者医療保険の事業運営にかかる経費及び
保険料の軽減分を一般会計から特別会計へ繰り出し
ます。

老人福祉センター管理運営委託料 34,000 34,000 高齢者支援課
健康の増進、教養の向上及びレクリエーションのため
の施設である山根荘の管理運営を行い、高齢者の健
康や生きがいづくりを支援します。

介護保険特別会計繰出金 465,785 450,823 高齢者支援課
介護保険の給付及び事業運営にかかる経費を一般会
計から特別会計へ繰り出します。

民生委員・児童委員協議会補助金 7,917 7,917 福祉課
民生委員及び児童委員の活動を促進し、地域社会の
福祉の増進を図るため、民生委員・児童委員協議会
へ補助金を交付します。

町社会福祉協議会補助金 43,000 43,000 福祉課
地域福祉の中心的役割を担う社会福祉協議会に対
し、運営基盤の強化を支援するため補助金を交付しま
す。

地域活動支援センター事業委託料 14,500 14,500 福祉課
精神障害者の社会復帰及びその自立と社会参加の促
進を図るために支援を行います。

障害者等相談支援事業委託料 31,686 27,370 福祉課
障害者等からの相談に応じ、必要な情報の提供など
の便宜を供与し、障害者等が自立した日常生活又は
社会生活を営むことができるよう支援を行います。

　　　　　　　　　　は令和７年度新規・重点事業です

　民生費
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（単位:千円）

事業名 R7年度 R6年度 担当課 事業概要

障害児（者）生活サポート事業費補
助金

5,934 6,450 福祉課
在宅の心身障害者及び児童の地域生活を支援す
るため、移送や外出援助などのサービスを提供し
ます。

自立支援医療給付費 27,000 38,694 福祉課

身体障害をもたらしている一定の症状に対し、医
学的処置を行うことによって日常生活活動を回復
又は向上する可能性が認められる場合に、その医
療費を支給します。

重度心身障害者医療費 79,259 77,709 福祉課
心身に重度障害のある方が病院などを受診した場
合に、保険診療にかかる医療費の自己負担額を
助成します。

在宅重度心身障害者手当 21,900 22,200 福祉課
在宅の重度心身障害者の経済的、精神的負担を
軽減するため手当を支給します。

介護給付費・訓練等給付費 782,416 776,355 福祉課

障害者及び障害児が自立した日常生活又は社会
生活を営むことができるよう、居宅介護や施設入所
支援、就労支援などの必要な障害福祉サービスを
給付します。

障害児通所給付費 162,777 115,902 福祉課

心身に障害のある児童が、日常生活における基本
的動作及び知識技能を習得し、集団生活に適応
するため、適切かつ効果的な指導及び訓練を行う
ためのサービスを給付します。

福祉会館管理運営委託料 39,749 38,754 福祉会館
指定管理制度により施設管理・運営を民間業者に
委託することにより、住民の福祉の増進と文化の向
上を図ります。

【新規・重点事業】17ページ参照
公共施設照明LED化事業

200,333 0
管財課

生活環境課

町内公共施設内（６施設）照明のＬＥＤ化し、公共
施設における省エネルギー対策を推進するととも
に、施設利用環境の向上を図ります。

もろっ子はぐくみ応援金 2,813 3,124 子ども課

次代を担う子どもの小学校新入学を祝うとともに、
子育て世代の経済的負担軽減や子どもの健全な
育成に資することを目的とし、小学校新入学時に
応援金を支給します。

子育て世帯訪問支援事業 306 354 こども家庭センター

支援が特に必要であると判断した家庭に対し、訪
問支援者が育児・家事援助等を行うことにより、当
該家庭の適切な養育の実施を確保します。

民間保育所等育成費補助金 35,837 36,918 子ども課
民間保育所等の運営・育成と入所児童の処遇改
善のため、民間保育所等へ補助金を交付します。

子育て支援事業補助金 5,000 5,000 こども家庭センター
民間保育所等が実施する地域子育て支援拠点事
業に対し、補助金を交付します。

妊婦のための支援給付交付金 11,542 11,538 こども家庭センター

妊娠期から出産･子育てまで一貫して身近で相談
に応じ、様々なニーズに即した必要な支援につな
ぐ伴走型相談支援を充実し、経済的な支援を一体
として実施するため、妊娠届出時及び出生届出時
に給付金を支給します。（旧：出産・子育て応援交
付金）

　　　　　　　　　　は令和７年度新規・重点事業です
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事業名 R7年度 R6年度 担当課 事業概要

保育所等給食費無償化事業 24,681 26,852 子ども課
子育て世帯の経済的支援や負担軽減を目的とし、
公立保育所２園の完全給食化及び入所者全員の
給食費無償化を実施します。

ファミリー・サポート・センター事業補
助金

640 400 こども家庭センター
ファミリー・サポート・センター事業の利用料の一部
を負担することで、子育て世帯への経済的負担を
軽減します。

【新規・重点事業】19ページ参照
産前産後ヘルプ事業

610 0 こども家庭センター
妊娠・出産に伴う負担軽減を図るため、産前・産後
期の方に家事支援ヘルパーを派遣します。

こども医療費 77,934 78,126 子ども課
子育て家庭における経済的負担の軽減と子どもの
健康増進の観点から、18歳までの子どもの保護者
に対し、医療費を支給します。

ひとり親家庭等医療費 13,804 13,375 子ども課
ひとり親家庭等の健康保持と経済的負担の軽減を
図るため、対象家庭の保護者と児童に対し、ひとり
親家庭等医療費を支給します。

【新規・重点事業】18ページ参照
第２子保育料無償化事業

15,571 0 子ども課
子育て世帯の経済的負担の軽減を図るため、認可
保育所等を利用する町内在住者の第２子保育料
を無償化します。

施設型給付費等負担金 471,842 473,754 子ども課
子どもの保育を実施している認可の民間保育所等
及び管外の公立保育所等へ運営費等の負担金を
交付します。

施設等利用費負担金 29,114 31,911 子ども課
幼稚園の利用料や預かり保育、認可外保育施設
等の利用料について給付を行います。

児童手当 493,206 314,763 子ども課
子育て家庭の経済的負担を軽減するため、高校
生年代までの児童を養育している保護者に対し、
子どものための手当を支給します。

【新規・重点事業】19ページ参照
放課後児童健全育成事業

70,313 60,587 子ども課
就労等により常時留守家庭となる児童の健全育成
を図るため、学童保育所の運営を行います。

妊婦健康診査・産婦健康診査・新
生児聴覚検査委託料

10,500 11,000 子ども家庭センター
妊産婦健康診査・新生児聴覚検査に係る費用の
一部助成を行い、健康管理を支援します。

保健センター屋内LED照明借上料 3,287 1,942 保健センター
保健センター内照明のLED化により公共施設の省
エネルギー対策を推進します。

産後ケア事業業務委託料 1,600 2,249 子ども家庭センター

出産後早期から育児支援等が必要な母子に対し
て産後ケア事業（宿泊・通所・又は訪問）を行い、
心身の安定と育児不安を解消し、安心して子育て
ができるよう支援を行います。

　衛生費

　　　　　　　　　　は令和７年度新規・重点事業です
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事業名 R7年度 R6年度 担当課 事業概要

不妊治療費助成金 1,520 3,120 こども家庭センター

少子化対策の一つとして、不妊治療（生殖補助医
療・先進医療）に係る費用の一部助成を実施しま
す。

予防接種委託料 71,999 74,000 保健センター
伝染のおそれがある疾病の発生及びまん延を予防
するため、予防接種を実施します。

がん検診・健康診査委託料 52,589 52,503 保健センター
疾病の早期発見及び早期治療、生活習慣改善につ
なげるため、がん検診及び健康診査を実施します。

健幸ウォーキング事業 3,238 3,255 保健センター

コバトンALKOOマイレージ・栄養総合管理アプリを
利用し、６カ月間自主的にウォーキングに取組み、
事業期間の前後に体力測定・血液検査等を実施
し、埼玉医科大学グループとの連携により医師から
結果説明、アドバイスを受けることで生活習慣の予
防・健康寿命の延命を図ります。

【新規・重点事業】20ページ参照
がん患者ウィッグ・胸部補整具等購
入費助成事業

200 0 保健センター

がん治療に伴う外見の変化（アピアランス）に悩みを
抱えている方を対象に、アピアランスケア用品（ウィッ
グ、胸部補整具等）の購入費用の一部を助成しま
す。

【新規・重点事業】20ページ参照
若年がん患者ターミナルケア在宅
療養生活支援事業

622 0 保健センター
若年の末期がん患者が、住み慣れた自宅で安心し
て看取りまでの療養生活が送れるよう、在宅サービ
ス等利用料の一部を補助します。

資源回収報償金 2,100 2,500 生活環境課
ごみの減量化・資源化を推進するために、集団資源
回収に対する報償金を交付します。

生ごみ処理器キエーロ
作製業務委託料

295 295 生活環境課

家庭から排出される生ごみの減量化を推進するた
め、黒土に含まれるバクテリアの力を利用し生ごみを
分解及び消滅させる生ごみ処理器キエーロを作製
し販売します。

浄化槽施設設置補助金 3,558 3,558 生活環境課
浄化槽の普及促進を図るため、単独浄化槽及び汲
取り便槽から浄化槽へ転換する場合、補助金を交
付します。

【新規・重点事業】21ページ参照
空き家等解体補助事業

3,000 1,500 生活環境課
管理不全な空き家の増加抑止のため、空き家の解
体を補助し空き家の解消と定住促進を図ります。

家庭用再生可能エネルギー設備等
設置補助金

1,600 1,100 生活環境課
二酸化炭素排出削減のため、太陽光発電システム
の設置等に対し補助金を交付します。

埼玉西部環境保全組合負担金 465,061 409,600 生活環境課
廃棄物処理を行う埼玉西部環境保全組合に負担金
を交付します。

　　　　　　　　　　は令和７年度新規・重点事業です
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事業名 R7年度 R6年度 担当課 事業概要

　農林水産業費

農畜産物有害鳥獣捕獲補助金 1,617 1,617 産業振興課
鳥獣による被害防止のため、鳥獣被害対策実施
隊を設置し、運営費として補助金を交付します。

営農開始給付金 1,500 4,500 産業振興課
毛呂山町において次世代を担う農業者を志向す
る経営開始直後の新規就農者に対して営農開始
資金を給付します。

【新規・重点事業】22ページ参照
谷ヶ跨水路改修事業

2,000 0 産業振興課
農業生産性向上及び豪雨時の冠水被害の軽減
のため、流下水量を増やす改修工事を行いま
す。

中山間地域等直接支払交付金 2,417 2,417 産業振興課
中山間地域において、水源の涵養や自然環境の
保全を目的に耕作者等に交付金を支払います。

多面的機能支払交付金 982 988 産業振興課
地域の共同活動を支援し、農業・農村の有する多
面的機能の維持・発揮を図るための交付金を支
払います。

農業集落排水事業負担金・補助金 38,775 37,500 産業振興課

農業集落地域における農業用用排水の水質保
全及び生活環境整備を図るために設置された農
業集落排水処理施設を適切に管理するため、負
担金等を支出します。

【新規・重点事業】22ページ参照
森林整備事業

3,500 0 産業振興課
森林を適正に管理し、水源涵養機能や地球温暖
化防止など多面的な機能向上を目指します。

毛呂山町商工会補助金 7,540 7,540 産業振興課
町内商工業者に対し、経営指導、税務相談、経
営改善等総合的な指導を行う商工会に補助金を
交付します。

毛呂山町産業まつり補助金 6,000 5,100 産業振興課

商工業・農業・行政が一体となって町の農業・商
工業を幅広くＰＲし、地域住民のふれあいの場と
なる産業まつりを開催するため、実行委員会に補
助金を交付します。

商工会シールラリー補助金 1,500 1,500 産業振興課
地域の活性化及び町民の消費喚起を目的に実
施するシールラリー事業に対して補助金を交付し
ます。

空き店舗利活用創業チャレンジ支
援補助金

500 500 産業振興課
地域に根ざした創業者等の支援、商店街等の活
性化を図るため、町内の空き店舗活用により事業
を開始する方に補助金を交付します。

毛呂山町観光協会補助金 1,800 2,300 産業振興課
町観光事業の発展、観光客の誘致及び観光資
源等の周知を行う観光協会に対し補助金を交付
します。

毛呂山町桂木ゆずクラスター協議
会補助金

300 300 産業振興課

「桂木ゆず」のブランド化を目指し、産品の育成、
生産、製造、加工、販売までを一体で推進する生
産者及び６次産業者等からなる協議会に補助金
を交付します。

　商工費

　　　　　　　　　　は令和７年度新規・重点事業です
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（単位:千円）

事業名 R7年度 R6年度 担当課 事業概要

【新規・重点事業】23ページ参照
旭台地区雨水排水対策詳細設計
業務委託

16,500 0 まちづくり整備課
令和６年度に実施した当該箇所の概略設計に基
づき、東武越生線より南側の旭台地区の水害対
策の解消に向けた詳細設計を実施します。

【新規・重点事業】23ページ参照
町道整備事業（道路維持費）

80,509 62,005 まちづくり整備課

住民が安全に利用できるよう、生活道路を整備し
ます。また、道路パトロールなどを充実し、住民が
安全に利用できる生活道路の維持管理を行いま
す。

【新規・重点事業】24ページ参照
東武越生線第55号踏切道拡幅改
良事業
（市場・下川原地内）

12,914 0 まちづくり整備課
東武越生線第55号踏切道の拡幅に伴い、町道
及び踏切道の詳細設計を実施します。

【新規・重点事業】24ページ参照
川角駅周辺地区整備事業

94,172 0 まちづくり整備課
令和６年度に実施した学園口側の駅前広場・アク
セス道路等の詳細設計に基づき、事業用地の取
得及び物件等の補填を行います。

不燃化誘導施策補助金 1,000 1,000 まちづくり整備課
中心市街地における老朽化住宅の改善を図り、
地域の防災性向上を目指します。

危険ブロック塀等撤去費補助金 200 200 まちづくり整備課
通学路等に面した危険なブロック塀等の撤去工
事を実施した人に対して、費用の一部を補助金と
して交付します。

毛呂山・越生・鳩山公共下水道組
合負担金

421,749 421,816 まちづくり整備課
公共下水道事業の促進を図るため、毛呂山・越
生・鳩山公共下水道組合に対して負担金を交付
します。

【新規・重点事業】25ページ参照
子育て世帯住宅支援事業

3,641 0 管財課
町営住宅の空き住戸を活用した子育て世帯への
住宅支援を行います。

西入間広域消防組合負担金
（常備、非常備）

614,242 600,810 総務課
住民生活の安全・安心のため、地域の消防・救
急・防災を担う西入間広域消防組合・毛呂山消防
団の業務の充実を図ります。

防災行政無線施設保守委託料 9,439 9,917 総務課
無線設備及びその関連機器について、適切な維
持管理により住民の方に正確な情報を提供でき
るよう、定期的な保守点検を行います。

【新規・重点事業】14ページ参照
防災行政無線操作卓更新事業

71,500 0 総務課
住民への防災情報の確実な伝達のため、防災行
政無線操作卓の更新による機能強化を図ります。

自動体外式除細動器借上料 1,208 1,208 総務課
電気ショックが必要な状態の患者に対して、電気
ショックを与えることにより救命措置が得られる機
器を借り上げ、町内の公共施設等へ設置します。

自主防災組織運営費補助金 1,744 1,820 総務課
各地域の実情に合った自主防災組織の育成に
努めるとともに、全行政区での組織化を目指しま
す。

　消防費

　　　　　　　　　　は令和７年度新規・重点事業です

　土木費
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（単位:千円）

事業名 R7年度 R6年度 担当課 事業概要

校務支援システム事業 32,268 30,248 教育総務課
学校事務のシステム化により事務効率の向上を
図るとともに、学校ICT環境の整備により多様な教
育課程への対応を図ります。

小中学校建築物定期調査業務委
託料

1,650 1,650 教育総務課
安全・安心で快適な教育環境が全ての児童生徒
に等しく提供されるよう、小中学校施設の点検を
業務委託により実施します。

GIGAスクール環境整備事業 5,062 5,062 教育総務課
GIGAスクール構想において求められる高速大容
量の通信回線など、一人一台学習用タブレット端
末の活用環境の整備します。

【新規・重点事業】25ページ参照
GIGAスクール端末整備事業

41,149 0 教育総務課

GIGAスクール構想により児童生徒に一人一台配
備したタブレット端末について、国の進めるGIGA
スクール構想第２期を念頭に計画的な更新を図り
ます。

支援員等配置事業 17,841 21,345 学校教育課

学力向上支援員による基礎的・基本的な学習内
容の確実な定着、その他の支援員による授業に
おける支援を行うため、各学校へ各種支援員を
配置します。

外国語指導助手配置事業委託料 10,349 10,349 学校教育課
各学校に外国語指導助手を派遣し、英語教育及
び国際理解教育を推進します。

小中学生英語検定受験料補助金 639 1,260 学校教育課
児童・生徒の英語学習に対する意識・意欲向上
並びに保護者の経済的な負担軽減を図るため、
英語検定の受験料を補助します。

【新規・重点事業】26ページ参照
特別支援学校給食費補助事業

1,208 0 学校教育課
特別支援学校に在籍する児童生徒の保護者に
対し、学校給食費を補助することにより、経済的
負担を軽減します。

【新規・重点事業】26ページ参照
ＡＩドリル活用事業

4,048 0 学校教育課
小中学校にＡＩドリルを導入して、家庭や学校での
学習支援を行うことで子どもたちの学力向上を図
ります。

【新規・重点事業】27ページ参照
小学生ステップアップ教室

22,578 0 学校教育課
児童一人ひとりに合わせた放課後学習の場を提
供し、基礎学力の定着と学習習慣の確立を図りま
す。

国内交流事業 1,586 1,886 学校教育課

町立小学校の６年生を対象に、各校２名を友情
都市である宮崎県木城町へ派遣し、地域理解と
交流を深めることで将来性豊かな人材の育成を
図ります。

【新規・重点事業】27ページ参照
町立中学校修学旅行費補助事業

14,210 0 学校教育課

町立中学校が実施する修学旅行の際に保護者
の経済的負担を軽減するとともに、児童生徒の健
全な育成を支援するため、保護者から委任を受
けた町立中学校に補助金の交付を行います。

要保護・準要保護児童生徒就学援
助事業

8,784 11,220 学校教育課
法令等に基づき、経済的理由により就学困難と認
められる学齢児童・生徒を対象に、修学旅行費等
の経済的な支援を行います。

　　　　　　　　　　は令和７年度新規・重点事業です

　教育費
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（単位:千円）

事業名 R7年度 R6年度 担当課 事業概要

【新規・重点事業】28ページ参照
中学生海外留学事業

6,190 2,035 教育センター
町立中学校の中学２年生の代表による海外留学
事業により異文化交流、国際理解の促進、英語
の学力向上を図ります。

【新規・重点事業】28ページ参照
キッズチャレンジ事業

300 0 生涯学習課

子どもが大人とともに学び、多様な経験や地域社
会の文化に触れる機会を提供することでコミュニ
ケーション能力向上や地域社会との絆の構築を
図ります。

図書館管理運営委託料 55,740 55,740 生涯学習課

指定管理制度により、住民の自主的・自発的な学
習活動を支援する生涯学習施設として、また地域
の情報センターとして様々な住民ニーズに的確
に応えるために資料及び情報の収集、整理、保
存及び提供に努めます。

【新規・重点事業】29ページ参照
ゆずの里健幸ウォーク事業

2,500 0 生涯学習課
毛呂山町の特産品である「桂木ゆず」が実る時期
に、町内外問わず参加できるウォーキングイベン
トを実施します。

【新規・重点事業】29ページ参照
町内健幸ウォーキング事業

981 0 生涯学習課

定期的なウォーキングイベントの開催や「もろやま
健幸ウォーキングマップ」を更新し、マップに掲載
されたウォーキングコースを利用したデジタルスタ
ンプラリーを実施します。

総合公園及び体育施設管理運営
委託料

43,176 43,576 生涯学習課

指定管理者制度により公園及び体育施設の利用
者が快適かつ安全に利用することができるように
遊具や施設等の管理や利用受付などの運用管
理を行います。

【新規・重点事業】30ページ参照
毛呂山総合公園体育館空調設備
設置事業

200,980 0 生涯学習課
近年の猛暑への対応として施設内にエアコン設
備を設置し、避難所環境及び公共施設の利用環
境向上を図ります。

【新規・重点事業】30ページ参照
大類グラウンドトイレ改修事業

5,248 0 生涯学習課
子育て世代をはじめとする公園利用の促進や指
定避難場所としての機能向上のため、公園トイレ
の改修を行います。

【新規・重点事業】31ページ参照
中央公民館講堂空調設備設置事
業

55,475 0 公民館
近年の猛暑への対応として中央公民館講堂内に
エアコン設備を設置し、避難所環境及び公共施
設の利用環境向上を図ります。

やぶさめ保存会等補助金 3,970 3,970 歴史民俗資料館
やぶさめをはじめとする無形民俗文化財の保存
団体等に対し、伝統文化の保存継承のため補助
金を交付します。

【新規・重点事業】31ページ参照
史跡鎌倉街道上道公有化事業

161,833 0 歴史民俗資料館
国指定史跡である鎌倉街道上道の保存・管理・
活用という史跡全体のマネジメントを一元的に進
めるため、公有化を行います。

小中学校給食費無償化事業 95,969 92,762 給食センター
町立小中学校給食費の保護者負担分を無償化
することにより、子育て世帯の経済的な支援を行
います。

　　　　　　　　　　は令和７年度新規・重点事業です
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